
 

 

 

 

 

吸収分割に係る事前開示書面 
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２０２１年２月８日 

 

 

日本特殊陶業株式会社 

  



2021年 2月 8日 

 

 

吸収分割に係る事前開示事項 

 

 

愛知県名古屋市瑞穂区高辻町 14番 18号 

日本特殊陶業株式会社 

代表取締役社長  川合 尊  

 

日本特殊陶業株式会社（以下「当社」といいます。）は、当社の 100%子会社である株式会社南勢セ

ラミック（2001年 6月 1日設立。本店所在地：三重県伊勢市円座町字細越 871-6。以下「南勢セラミ

ック」といいます。）との間で 2021 年 1 月 29 日付で締結した吸収分割契約書に基づき、2021 年 4 月

1日を効力発生日として、当社を吸収分割会社、南勢セラミックを吸収分割承継会社とする吸収分割を

行い（以下「本吸収分割」といいます。）、当社の産業用セラミックに関連する事業（ただし、営業を

除く）に関して有する権利義務の一部を南勢セラミックに承継させることと致しました。つきまして

は、会社法第 782 条第 1項及び会社法施行規則第 183 条の規定に従い、以下のとおり吸収分割契約

の内容その他法務省令に定める事項を記載した書面を備え置くこととします。 

 

１．吸収分割契約の内容（会社法第 782条第 1項） 

別紙 1に記載のとおりです。 

 

２．会社法第 758条第 4号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 183

条第 1号） 

当社は、南勢セラミックの発行済株式の全てを保有しているため、本吸収分割において、南勢セ

ラミックから株式の割当て、金銭等の交付を受ける必要性は認められません。よって、南勢セラ

ミックは、本吸収分割に際して、金銭等（本吸収分割の対価）を当社に交付しないとしたもので

あり、このことは相当であると判断しております。 

また、本吸収分割により、南勢セラミックの資本金及び準備金の額は増加しないこととされてお

りますが、会社計算規則の規定に従ったものであり、相当であると判断しております。 

 

３．吸収分割承継会社（南勢セラミック）についての次に掲げる事項（会社法施行規則第 183条第 4

号） 

(1) 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙 2に記載のとおりです。 

(2) 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況

に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 

 

４．吸収分割会社（当社）についての次に掲げる事項（会社法施行規則第 183条第 5号） 



最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に

重要な影響を与える事象の内容 

イ． 

当社は、当社の 100%子会社である株式会社日特スパークテックWKS（本店所在地：愛知県

小牧市大字大草字檀之上 5412番 3。以下「WKS」といいます。）との間で、2021年 1月 29

日付で、当社を吸収分割会社、WKSを吸収分割承継会社とする吸収分割契約を締結し、効力

発生日を 2021年 4月 1日として、当社の事業のうち、プラグに関連する事業（ただし、営業

を除く）に関して有する権利義務の一部をWKSに承継させる予定です（以下「WKS吸収分

割」といいます。）。かかる吸収分割による対価としての金銭等の交付は行われません。 

なお、WKS吸収分割により、WKSが当社から承継する予定の資産の額及び負債の額は、3,783

百万円及び 4,994百万円です。 

ロ． 

当社は、当社の 100%子会社であるセラミックセンサ株式会社（本店所在地：愛知県小牧市大

字横内字中横内 391番地の 5。以下「セラミックセンサ」といいます。）との間で、2021年 1

月 29日付で、当社を吸収分割会社、セラミックセンサを吸収分割承継会社とする吸収分割契

約を締結し、効力発生日を 2021年 4月 1日として、当社の事業のうち、センサに関連する事

業（ただし、営業を除く）に関して有する権利義務の一部をセラミックセンサに承継させる予

定です（以下「セラミックセンサ吸収分割」といいます。）。かかる吸収分割による対価として

の金銭等の交付は行われません。 

なお、セラミックセンサ吸収分割により、セラミックセンサが当社から承継する予定の資産の

額及び負債の額は、4,208百万円及び 1,525百万円です。 

ハ． 

当社は、当社の 100%子会社である株式会社 NTKセラテック（本店所在地：宮城県仙台市泉

区明通三丁目 5番。以下「NTKセラテック」といいます。）との間で、2021年 1月 29日付で、

当社を吸収分割会社、NTKセラテックを吸収分割承継会社とする吸収分割契約を締結し、効

力発生日を 2021年 4月 1日として、当社の事業のうち、SPEに関連する事業に関して有する

権利義務の一部をNTKセラテックに承継させる予定です（以下「NTKセラテック吸収分割」

といいます。）。かかる吸収分割による対価としての金銭等の交付は行われません。 

なお、NTKセラテック吸収分割により、NTKセラテックが当社から承継する予定の資産の額

及び負債の額は、5,774百万円及び 963百万円です。 

ニ． 

当社は、当社の 100%子会社である NTKカッティングツールズ株式会社（本店所在地：愛知

県小牧市大字岩崎 2808番地。以下「NTKカッティングツールズ」といいます。）との間で、

2021年 1月 29日付で、当社を吸収分割会社、NTKカッティングツールズを吸収分割承継会

社とする吸収分割契約を締結し、効力発生日を 2021年 4月 1日として、当社の事業のうち、

機械工具に関連する事業（ただし、営業を除く）に関して有する権利義務の一部をNTKカッ

ティングツールズに承継させる予定です（以下「NTKカッティングツールズ吸収分割」とい

います。）。かかる吸収分割による対価としての金銭等の交付は行われません。 

なお、NTKカッティングツールズ吸収分割により、NTKカッティングツールズが当社から承

継する予定の資産の額及び負債の額は、1,327百万円及び 334百万円です。 



ホ． 

当社は、当社の 100%子会社である NTKメディカル株式会社（本店所在地：愛知県小牧市大

字岩崎 2808番地。以下「NTKメディカル」といいます。）との間で、2021年 1月 29日付で、

当社を吸収分割会社、NTKメディカルを吸収分割承継会社とする吸収分割契約を締結し、効

力発生日を 2021年 4月 1日として、当社の事業のうち、ヘルスケアに関連する事業に関して

有する権利義務の一部をNTKメディカルに承継させる予定です（以下「NTKメディカル吸収

分割」といいます。）。かかる吸収分割による対価としての金銭等の交付は行われません。 

  なお、NTKメディカル吸収分割により、NTKメディカルが当社から承継する予定の資産の額

及び負債の額は、3,044百万円及び 134百万円です。 

 

５．吸収分割が効力を生ずる日以後における吸収分割会社（当社）の債務及び吸収分割承継会社（南

勢セラミック）の債務の履行の見込みに関する事項（会社法施行規則第 183条第 6号） 

(1) 吸収分割会社（当社）について  

当社の2020年3月31日現在の貸借対照表における資産の額及び負債の額は、それぞれ641,300

百万円及び 251,505百万円であるところ、本吸収分割により当社が南勢セラミックに承継させ

る資産の額及び負債の額は、1,536百万円及び 428百万円となる見込みです。また、2020年 3

月 31日以降現在に至るまで、これらの額に大きな変動は生じておらず、本吸収分割の効力発

生日までにこれらの額が大きく変動することも見込まれておりません。 

したがって、本吸収分割の効力発生日後における当社の資産の額は負債の額を十分に上回るこ

とが見込まれております。 

さらに、本吸収分割の効力発生日後の当社の収益及びキャッシュフローの状況について、当社

の債務の履行に支障を及ぼすような事態は、現在のところ予測されておりません。 

以上より、本吸収分割の効力発生日後における当社の債務について、その履行の見込みに問題

はないと判断しております。 

(2) 吸収分割承継会社（南勢セラミック）について  

南勢セラミックの 2020年 3月 31日現在の貸借対照表における資産の額及び負債の額は、それ

ぞれ 409百万円及び 269円であるところ、本吸収分割により当社が南勢セラミックに承継させ

る資産の額及び負債の額は、1,536百万円及び 428百万円となる見込みです。 

また、2020年 3月 31日以降現在に至るまで、これらの額に大きな変動は生じておらず、本吸

収分割の効力発生日までにこれらの額が大きく変動することも見込まれておりません。 

したがって、本吸収分割の効力発生日後における南勢セラミックの資産の額は負債の額を十分

に上回ることが見込まれております。 

さらに、本吸収分割の効力発生日後の南勢セラミックの収益及びキャッシュフローの状況につ

いて、南勢セラミックの債務の履行に支障を及ぼすような事態は、現在のところ予測されてお

りません。 

以上より、本吸収分割の効力発生日後における南勢セラミックの債務について、その履行の見

込みに問題はないと判断しております。 

以 上  
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事 業 報 告 

第 19 期（平成 31 年 4 月 1 日から令和 2年 3月 31 日まで） 

 

１． 株式会社の状況に関する事項 

（１）事業の経過およびその成果 

当会計年度は不安定な経済動向の中、主力製品である超音波振動子につい

ては、予算を上回り、比較的安定した生産ができました。尚 共振ノック用

素子の研磨加工数は前期を下回りました。会社全体での通期売上予想は

911,027 千円としておりましたが、実績は予算比 141%の 1,286,500 千円で

した。 対前期比で見ますと、売上 155%、加工費ベースでは 142%の 616,283

千円でした。 

 

次に、事業の種類別セグメントの概況をご報告申し上げます。 
 

事業の内容 

売上高(千円) 

対前期比(％) 
平成30年度 
(第18期) 

令和1年度 
(第19期) 

超音波振動子 826,952 1,285,833 155％  

ノック素子研磨加工 2,264 667 29％  

その他 0 0 0％  

合計 829,216 1,286,500 155％  
 

 

 

（２）設備投資の状況 

該当有りません。 

 

 

 

（３）資金調達の状況 

該当有りません。 
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（４）損益及び財産の状況の推移                           （単位 千円） 

区    分 平成28年度 

(第 16 期) 

平成29年度 

(第 17 期) 

平成30年度 

(第 18 期) 

令和 1年度 

(第 19 期) 

売 上 高(千円) 610,643 804,848 829,216 1,286,500 

営 業 利 益(千円) 27,077 31,033 11,785 50,633 

経 常 利 益(千円) 27,129 30,894 12,370 50,659 

当期純利益(千円) 19,056 20,400 8,210 35,772 

１株当たり当期純利益 31,760 円 34,001 円 13,683 円 59,620 円 

総 資 産(千円) 233,594 276,679 269,050 409,991 

純 資 産(千円) 76,490 96,890 105,100 140,872 

(注) 純資産額の算定にあたり、平成 18 年度（第 6 期）から「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しています。 

 

（５）従業員の状況 

 従業員数 対前期末増減 平均年齢 平均勤続年数 

 合  計 69名 +21名 44歳 15年 

※従業員数は出向者･再雇用者･パート･派遣を含むが、平均年齢・勤続年数には含まず。 

 

（６）主要な事業内容 

電子部品用セラミックの製造 

超音波振動子の製造 

セラミック素子の研磨加工 

 

（７）主要な営業所及び工場 

本社 三重県伊勢市円座町字細越 871-6 

製造拠点           同上 

  

（８）親会社の状況 

  親会社名        日本特殊陶業株式会社 

  持株数          600 株（100％） 

  事業上の関係    当社は、超音波振動子については、親会社よりセラミック

焼成品及び構成部品を購入し、加工・組付け後、完成品を

親会社へ納入。 

                  ノックセンサー用素子は、親会社よりセラミック焼成品を

支給頂き、加工後、親会社へ納入。 
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（９）主要な借入先の状況 

該当有りません。 

 

２．会社の株式に関する事 

（１）発行可能株式総数 
普通株式              2,400 株 

（２）発行済株式の総数 
普通株式             600 株 

（３）株主数              1 名 

（４）大株主 

株  主  名 持 株 数 出資比率 

日本特殊陶業株式会社 600 株 100％ 

 

 

３．会社役員に関する事項 

取締役及び監査役の氏名 

地  位 氏   名 担         当 

代表取締役 

取締役社長 
 
岩 田 竜 男 

会社運営に関する全般 

技術・品管・製造 

取 締 役  鈴 木 隆 博 社長補佐・製造全般 

取 締 役  大 場 高 志 会社運営に関する全般 

監 査 役  山 之 内  健 一 会計に関する監査 

（注）当事業年度中の役員の移動 

（1） 当事業年度中に辞任又は解任された会社役員に関する事項 

         該当有りません。 

 



 

 

 

 
 

 

計 算 書 類 

 
平成 31 年 4 月 1 日 から 
令和 2 年 3 月 31 日 まで 
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貸 借 対 照 表（令和 2年 3月 31 日現在） 

 

資  産  の  部 負  債  の  部 

 千円  千円 

流  動  資  産 387,376 流  動  負  債 255,532 

現 金 及 び 預 金  88 買 掛 金 182,997 

売 掛 金 136,375 前 受 金   

製 品  短 期 借 入 金  

原 料 及 び 材 料  リ ー ス 債 務  

仕 掛 品 163,994 未 払 金 28,656 

貯 蔵 品 1,324 未 払 法 人 税 等 14,077 

前 払 費 用  預 り 金 437 

未 収 収 益 2,515 未 払 費 用 29,365 

未 収 入 金 

 

472 固  定  負  債 13,587 

繰 延 税 金 資 産  リ ー ス 債 務  

その他の流動資産 82,608     退 職 給 付 引 当 金 13,587 

 貸 倒 引 当 金    

流 動 資 産 合 計 387,376 負 債 合 計 269,119 

 千円 

 
 千円 

 固  定  資  産 22,615 株 主 資 本 140,872 

有 形 固 定 資 産 1,017 資 本 金 30,000 

建 物  資 本 剰 余 金  

構 築 物  資 本 準 備 金  

機 械 及 び 装 置  その他資本剰余金  

車 両 運 搬 具 1,017 利 益 剰 余 金 110,872 

土 地  利 益 準 備 金 3,800 

リ ー ス 資 産  その他利益剰余金 107,072 

建 設 仮 勘 定  別 途 準 備 金  

無 形 固 定 資 産  特別償却準備金  

ソ フトウェ ア  繰越利益剰余金 107,072 

投 資 そ の 他 の 資 産 21,598 (内 当期純利益) 35,772 

繰 延 税 金 資 産 21,589    

そ の 他 9    

貸 倒 引 当 金     

     

     

     

     

     

  純  資  産 合  計 140,872 

資 産 合 計 409,991 負 債 純 資 産 合 計 409,991 
 

（注）記載金額は千円未満を四捨五入で表示しております。 
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損 益 計 算 書（平成 31 年 4 月 1 日から令和 2年 3月 31 日まで） 

科 目 金額 

千円

売 上 高 1,286,500 

売 上 原 価 1,207,159 

売 上 総 利 益 79,341 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 28,708 

営 業 利 益 50,633 

営 業 外 収 益 58 

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 4 

雑 収 入 54 

営 業 外 費 用 32 

支 払 利 息 2 

雑 損 失 30 

経 常 利 益 50,659 

特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益  

特 別 損 失 0 

固 定 資 産 処 分 損  

税 引 前 当 期 純 利 益 50,659 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 17,966 

法 人 税 等 調 整 額 -3,078 

当 期 純 利 益 35,772 

（注）記載金額は千円未満を四捨五入で表示しております。 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書（平成 31 年 4 月１日から令和 2年 3 月 31 日まで）（単位千円） 
 

 

 

 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

別途 
準備金 

特別償却 
準備金 

繰越利益 
剰余金 

平成 31年 3月 31日残高 30,000    3,800   71,300 75,100 

事業年度中の変動額     0   35,772 35,772 

剰余金の配当          

役員賞与          

別途準備金の積立          

特別償却準備金の

積立 
         

特別償却準備金の取

崩 
         

当期純利益        35,772 35,772 

自己株式の取得          

自己株式の処分          

株主資本以外の項

目の変動額（純額） 
         

事業年度中の変動額合計        35,772 35,772 

令和 2 年 3 月 31 日残高 30,000    3,800   107,072 110,872 

 

 

 

株主資本 その他 

有価証券 

評価差額金 

純資産 

合計 自己株式 
株主資本 

合計 

平成 31年 3月 31日残高  105,100  105,100 

事業年度中の変動額  35,772  35,772 

剰余金の配当     

役員賞与     

別途準備金の積立     

特別償却準備金の

積立 
    

特別償却準備金の

取崩 
    

当期純利益  35,772  35,772 

自己株式の取得     

自己株式の処分     

株主資本以外の項

目の変動額（純額） 
    

事業年度中の変動額合計  35,772  35,772 

令和 2 年 3 月 31 日残高     140,872  140,872 
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個 別 注 記 表（平成 31 年 4 月 1 日から令和 2年 3月 31 日まで） 

重要な会計方針 

1．棚卸資産の評価基準及び評価方法      移動平均法による原価法 

                     （収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

2．固定資産の減価償却の方法 

   ①有形固定資産 

     ・建物附属設備を除く建物               定額法 

     ・その他の有形固定資産                 定額法 

        (リース資産を除く) 

     ・所有権移転外ファイナンス・           リース期間を耐用年数とした定額法 

      リース取引に係るリース資産 

   ②無形固定資産 

・ 所有権移転外ファイナンス・リース 

取引に係る資産以外の資産          社内に於ける利用可能期間(5 年以内)に基づく定額法 

     ・所有権移転外ファイナンス・リース 

取引に係るリース資産               リース期間を耐用年数とした定額法 

3．退職給付引当金の計上の方法             従業員の退職給付に備えるため 事業年度末における退

職給付債務（自己都合要支給額 100％相当額）を計上し

ております。 

4．消費税等の処理方法                     税抜方式 

 

会計処理の変更  

該当事項はありません。 

 

貸借対照表に関する注記  

1.有形固定資産の減価償却累計額 1,021 千円 

2.関係会社金銭債権債務  

金銭債権 219,455 千円 

金銭債務 188,935 千円 

損益計算書に関する注記  

1.関係会社との営業取引高  

   売上高 1,286,500 千円 

   仕入高 761,942 千円 

2.関係会社との営業取引以外の取引 該当なし 
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株主資本等変動計算書に関する注記  

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 
（単位 株） 

 前期末 

株式数 

当期増加 

株式数 

当期減少 

株式数 

当期末 

株式数 
摘要 

発行済株式総数 600 0 0 600  

普通株式  600 ─  ─   600  
 

2．剰余金の配当に関する事項 

 該当ありません。 

関連当事者に関する注記  

（親会社及び関連会社） 

名称 
議決権 
の割合 

当社に対する
議決権割合 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
（千円） 

日本特殊陶業（株） － 100% 製品の販売 1,286,500 売掛金 136,375 

   原材料等の購入 761,942 買掛金 182,997 

   工場及び設備の賃借 45,322 未払金 4,956 

(注)1．取引条件及び取引条件の方針決定等 

①上記会社への製品の取引条件は、市場実勢を勘案して当社との価格交渉の上で決定しております。 

②上記各社からの原材料の購入については、同社から提示された価格を購入価格としています。 

③上記会社からの設備の賃借金額は、同社から提示された賃借料で決定しています。 

２．取引金額には消費税を含んでいません。 

 

一株当たり情報に関する注記  

1.一株当たり純資産額 234,786 円 73 銭 

2.一株当たり当期純利益 59,619 円 54 銭 

重要な後発事象に関する注記  

該当事項はありません。 
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１ 有形固定資産及び無形固定資産の明細 

（単位 千円） 

区分 資産の種類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 

期末減価償却

累計額又は 

償却累計額 

当 期 償 却 額 
差 引 期 末 

帳 簿 価 額 

 

有 

 

形 

 

固 

 

定 

 

資 

 

産 

建 物 0            0           0 0 0             0 0 

構 築 物 0  0 0 0 0             0 0 

機械及び装置 0            0           0 0 0 0 0 

車 両 運 搬 具 2,038 0 0 2,038 1,021 340 1,017 

リ ー ス 資 産 0 0 0 0 0 0 0 

土 地 0 0 0 0 0 0 0 

建 設 仮 勘 定 0 0 0 0 0 0 0 

計 2,038 0 0 2,033 1,021 340 1,017 

無

形

固

定

資

産 

ソフトウェア 0 0 0 0 0 0 0 

 
２ 引当金の明細 

 （単位 千円） 

区     分 期 首 残 高 当期増加額 
当 期 減 少 額 

期 末 残 高 
目 的 使 用 そ の 他 

貸 倒 引 当 金       0 0 0 0 0 

退 職 給 付 引 当 金 14,145 867 1,425 0 13,587 

退職者2名。 
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３ 販売費及び一般管理費の明細 

        （単位 千円） 

科      目 金      額 

荷 造 運 送 費 

販 売 手 数 料 

広 告 宣 伝 費 

見 本 費 

役 員 報 酬 

給 料 

従 業 員 賞 与 手 当 

役員 退職慰労引当 金繰入 

退 職 給 付 費 用 

福 利 厚 生 費 

減 価 償 却 費 

地 代 家 賃 

賃 借 料 

修 繕 費 

保 険 料 

図 書 費 

諸 消 耗 品 費 

光 熱 水 道 費 

燃 料 費 

旅 費 交 通 費 

通 信 費 

事 業 税 （ 外 形 標 準 ） 

租 税 課 金 

交 際 費 

研 究 開 発 費 

諸 会 費 

雑 費 

経 費 請 求 高 

  - 

  - 

 - 

 - 

9,660 

8,806 

2,374 

- 

32 

5,162 

340 

231 

768 

279 

294 

16 

426 

- 

14 

10 

7 

- 

11 

- 

- 

5 

374 

-104 

計  28,704 

  （注）交際費及び雑費の中には無償で行なった財産上の利益供与を含んでいます。 
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